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子会社の異動を伴う株式譲渡に関するお知らせ 

 

当社は、2015 年 3 月 27 日開催の取締役会において、当社連結子会社の株式会社ユニチカ環

境技術センター、ダイアボンド工業株式会社及びユニチカ情報システム株式会社の株式を譲渡

することを決議いたしましたので、以下のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１.株式譲渡の理由 

  当社グループとして、新中期経営計画で重点志向する事業領域への経営資源の更なる集中

のため。 

 

２．株式譲渡の概要 

（１） 株式会社ユニチカ環境技術センターの株式譲渡 

①  異動する子会社の概要 

名   称  株式会社ユニチカ環境技術センター 

所 在 地  京都府宇治市宇治小桜２３ 

代表者の役職・氏名  代表取締役社長  林  稔 

事 業 内 容  一般化学分析等 

資 本 金  40百万円  

設立年月日  1977年（昭和 52年）4月 

大株主及び持株比率  ユニチカ株式会社 100％ 

上場会社と当該会社の関

係 

 

資本関係   当社は当該子会社の議決権の 100％を保有

している。 

人的関係 取締役 3名、監査役 1名派遣 

取引関係 当社は環境測定分析調査を委託している。 

当該会社の最近 3年間の経営成績及び財政状態 

 決算期 2012年 3月期 2013年 3月期 2014年 3月期 

純資産 24百万円 △77百万円 79百万円 

 1株当たり純資産 302円 32銭 △967円 33銭 993円 08銭 

 総 資 産 801百万円 551百万円 638百万円 

 売 上 高 1,288百万円 1,126百万円 1,166百万円 

 営 業 利 益 △155百万円 △95百万円 61百万円 

 経 常 利 益 △152百万円 △98百万円 59百万円 

 当 期 純 利 益 △172百万円 △101百万円 56百万円 

1株当たり当期純利益 △2,158円 87銭 △1,269円 66銭 710円 41銭 

1株当たり配当金 ― ― ― 

 



②  株式譲渡の相手先の概要 

名   称 株式会社建設技術研究所 

所 在 地 東京都中央区日本橋浜町三丁目２１番１号 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 村 田 和 夫 

事 業 内 容 総合建設コンサルタント 

資 本 金 3,025百万円 

設立年月日 1963年（昭和 38年）4月 

連結純資産 21,870百万円（平成 26年 12月期）  

連結総資産 41,011百万円（平成 26年 12月期）  

大株主及び持株比率 建設技術研究所従業員持株会 11.0％ 

当社と当該会社の関係 

 

資本関係 なし 

人的関係 なし 

取引関係 なし 

関連当事者へ

の該当状況 

なし 

 

③ 譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式の状況 

異動前の所有株式数 80,001株（議決権の数 80,001個） 

（議決権所有割合 100％） 

譲渡株式数 80,001株 

譲渡価額 250百万円 

異動後の所有株式数    0株 

 

④ 日 程 

取締役会決議日 2015年 3月 27日 

契約締結日 2015年 3月 27日 

株式譲渡実行日 2015年 6月 30日（予定） 

 



（２）ダイアボンド工業株式会社の株式譲渡 

① 異動する子会社の概要 

名   称  ダイアボンド工業株式会社 

所 在 地  東京都台東区東上野三丁目１５番５号 

代表者の役職・氏名  代表取締役社長  竹内  進 

事 業 内 容  接着剤の製造・加工・販売等 

資 本 金  60百万円  

設立年月日  1944年（昭和 19年）3月 

大株主及び持株比率  ユニチカ株式会社 98.7％ 

上場会社と当該会社の関

係 

 

資本関係   当社は当該子会社の議決権の 98.7％を保

有している。 

人的関係 取締役 2名、監査役 2名派遣 

取引関係 当社への製品販売等あり。 

当該会社の最近 3年間の経営成績及び財政状態 

 決算期 2012年 3月期 2013年 3月期 2014年 3月期 

純資産 87百万円 95百万円 103百万円 

 1株当たり純資産 13円 00銭   14円 26銭 15円 36銭 

 総 資 産 919百万円 918百万円 931百万円 

 売 上 高 1,222百万円 1,226百万円 1,265百万円 

 営 業 利 益 15百万円 17百万円 25百万円 

 経 常 利 益 11百万円 14百万円 20百万円 

 当 期 純 利 益 4百万円 8百万円 7百万円 

1株当たり当期純利益   0円 60銭   1円 25銭 1円 10銭 

1株当たり配当金 ― ― ― 

 

② 株式譲渡の相手先の概要 

名 称 オート化学工業株式会社 

所 在 地 東京都台東区上野５丁目８番５号 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 岩田 邦弘 

事 業 内 容 シーリング材・防水材、接着剤、電気絶縁塗料 他 

資 本 金 157.5百万円 

設立年月日 1965年（昭和 40年）12月 

純 資 産 3,438百万円（平成 26年 3月期）  

総 資 産 10,191百万円（平成 26年 3月期）  

大株主及び持株比率 株式会社岩田商会 71.1％ 

当社と当該会社の関係 

 

資本関係 なし 

人的関係 なし 

取引関係 なし 

関連当事者へ

の該当状況 

なし 

 

 

 

 



③ 譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式の状況 

異動前の所有株式数 6,637,640株（議決権の数 6,637,640個） 

（議決権所有割合 98.7％） 

譲渡株式数 6,637,640株 

譲渡価額 20百万円 

異動後の所有株式数    0株 

 

④ 日 程 

取締役会決議日 2015年 3月 27日 

契約締結日 2015年 3月 31日（予定） 

株式譲渡実行日 2015年 5月 21日（予定） 

 



（３）ユニチカ情報システム株式会社の株式譲渡 

① 異動する子会社の概要 

名   称  ユニチカ情報システム株式会社 

所 在 地  大阪市中央区久太郎町四丁目１番３号 

代表者の役職・氏名  代表取締役社長 平 本  潤 

事 業 内 容  情報処理サービス及びこれに伴うシステム開発の受託 

情報処理に関する開発、技術提供及び販売 

資 本 金  100百万円 

設立年月日  1987年 1月 

大株主及び持株比率  ユニチカ株式会社 100％ 

上場会社と当該会社の関

係 

 

資本関係 当社は当該子会社の議決権の 100％を保有してい

る。 

人的関係 取締役 5名、監査役 1名派遣 

取引関係 当社は当該子会社に情報処理サービス及びシステム

開発を委託している。               

当該会社の最近 3年間の経営成績及び財政状態 

 決算期 2012年 3月期 2013年 3月期 2014年 3月期 

 純資産 35百万円 39百万円 40百万円 

 1株当たり純資産 44,425円 20銭     48,944円 20銭 51,197円 06銭 

 総資産 516百万円 477百万円 456百万円 

 売 上 高 1,122百万円 1,107百万円 1,073百万円 

 営 業 利 益 △80百万円 7百万円 3百万円 

 経 常 利 益 △81百万円 4百万円 4百万円 

 当 期 純 利 益 △82百万円 3百万円 1百万円 

1株当たり当期純利益 △102,979円 19銭 4,518円 92銭 2,252円 94銭 

1株当たり配当金 ― ― ― 

 

② 株式譲渡の相手先の概要 

名   称  株式会社クロスキャット 

所 在 地  東京都品川区東品川一丁目２番５号 

代表者の役職・氏名  代表取締役社長 井 上 貴 功 

事 業 内 容  システムソリューション（ソフトウェア開発、スタッフサービ

ス） 

資 本 金  459百万円 

設立年月日  1973年 6月 

純 資 産  1,966百万円（平成 26年 3月期） 

総 資 産  3,698百万円（平成 26年 3月期） 

大株主及び持株比率  佐藤順子 11.0% クロスキャット従業員持株会 10.2% 

  尾野貴子 9.0% 

当社と当該会社の関係 資本関係 なし 

人的関係 なし 

取引関係 なし 

関連当事者へ

の該当状況 

なし 



 

③ 譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式の状況 

異動前の所有株式数 800株（議決権の数 800個） 

（議決権所有割合 100％） 

譲渡株式数 800株 

譲渡価額 250百万円 

異動後の所有株式数    0株 

 

④ 日 程 

取締役会決議日 2015年 3月 27日 

契約締結日 2015年 3月 27日 

株式譲渡実行日 2015年 5月 29日（予定） 

 

３．今後の見通し 

   業績に与える影響は軽微ですが、今後の業績に重要な影響が生じることが明らかになっ

た場合は速やかに開示いたします。 

                                        以 上 


